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不動産ストック市場の実態について



国民経済計算によると我が国における不動産の資産の総額は約2600兆円

我が国の不動産資産額

そのうち、土地を除いた建物の資産総額は約1500兆円
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（注1）「不動産」とは、住宅、住宅以外の建物、その他の構築物及び土地のストックの総額を表す 【出典】 国民経済計算（平成25年度確報）



我が国における低未利用不動産の資産額推計 【住宅系】 ～土地資産額～

【47都道府県の空き家（土地）価値推計値（ランキング）】
順位 金額

1 東京都 355,139 億円
2 神奈川県 140,698 億円
3 大阪府 127,381 億円
4 愛知県 101,651 億円
5 埼玉県 79 294 億円

順位 金額
16 群馬県 16,709 億円
17 鹿児島県 13,835 億円
18 岐阜県 13,332 億円
19 新潟県 12,087 億円
20 愛媛県 11 800 億円

順位 金額
31 岩手県 7,554 億円
32 沖縄県 7,452 億円
33 和歌山県 6,963 億円
34 福島県 6,938 億円
35 大分県 6 768 億円

順位 金額
46 佐賀県 2,889 億円
47 鳥取県 2,453 億円

5 埼玉県 79,294 億円
6 兵庫県 72,126 億円
7 千葉県 64,128 億円
8 静岡県 49,265 億円
9 福岡県 37,630 億円

10 京都府 29,439 億円

20 愛媛県 11,800 億円
21 三重県 11,707 億円
22 岡山県 11,314 億円
23 宮城県 10,907 億円
24 熊本県 10,276 億円
25 奈良県 10,209 億円

35 大分県 6,768 億円
36 富山県 6,300 億円
37 宮崎県 6,236 億円
38 長崎県 6,121 億円
39 徳島県 5,903 億円
40 青森県 4,967 億円

11 茨城県 24,636 億円
12 広島県 23,781 億円
13 北海道 20,667 億円
14 長野県 18,367 億円
15 栃木県 18,346 億円

26 滋賀県 9,763 億円
27 石川県 8,869 億円
28 山梨県 8,644 億円
29 山口県 8,637 億円
30 香川県 8,033 億円

41 高知県 4,585 億円
42 福井県 4,577 億円
43 山形県 3,664 億円
44 島根県 3,282 億円
45 秋田県 3,240 億円

合計：約141.8兆円

【47都道府県の空き家(土地）価値推計値と空き家率】
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（注）計算式：都道府県別空き家戸数（その他の住宅）(住宅・土地統計調査)×都道府県別平均敷地面積（住宅・土地統計調査）×都道府県別平均公示地価（用途：住宅地）いずれも値はH25
（注）空き家率：「居住世帯の無い住宅の総数」から「一時現在者のみ」及び「建築中」を除いた数を「住宅総数」で割った値

空き家住宅価値

（推計値）

空き家率

【出典】平成25年度住宅・土地統計調査（総務省）



我が国における低未利用不動産の状況 【住宅系】 ～空き家の状況～

空き家の総数は、この20年で１.8倍（448万戸→820万戸）に増加

空き家の種類別の内訳では、「賃貸用又は売却用の住宅」（460万戸）が最も多いが、「その他の住宅」
（318万戸）がこの20年で２.1倍に増加

「その他の住宅」（318万戸）のうち、「一戸建（木造）」（220万戸）が最多

【空き家の種類別内訳】【種類別の空き家数の推移】

13 1%
13.5% 14.0%900 

その他の住宅

（万戸）

共同住宅共同住宅

212

268 
318 

9.4%
9.8%

11.5%
12.2%

13.1%

10.0%

12.0%

700 

800 

その他の住宅
賃貸用又は売却用の住宅
二次的住宅
空き家率

659

757
820

二次的
住宅
5 0%

長屋建
1.8%

(147,100)

その他
0.2%
(20,400)

共同住宅
（非木造）
7.3%

(594,300)

共同住宅
（木造）
1.4%

(116,300)

398 
448 460 

149 

182 

212 8.6%

6 0%

8.0%

400 

500 

600 

394
448

576
5.0%

(412,000)

その他の
住宅

一戸建
（非木造）
1.1%

(105,500)

183 
234 

262 

352 
125 

131 

2 0%

4.0%

6.0%

200 

300 
330 空き家総数

8,195,600戸 賃貸用の
住宅
52.4%

(4,291,800)

住宅
38.8%

(3,183,600)
一戸建
（木造）
26.8%

(2,199,900)

【出典】住宅・土地統計調査（総務省）
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[空き家の種類]
二次的住宅：別荘及びその他（たまに寝泊まりする人がいる住宅）
賃貸用又は売却用の住宅：新築・中古を問わず，賃貸又は売却のために空き家になっている住宅
その他の住宅：上記の他に人が住んでいない住宅で，例えば，転勤・入院などのため居住世帯が長期にわたって不在の住宅や建て替えなどのために取り壊すことになっている住宅など

【出典】住宅 土地統計調査（総務省）



我が国における低未利用不動産の状況 【UR団地】 ～空き家の状況～

UR管理団地における空家戸数・率（圏域別×管理開始年代別） （H26.3.31時点）

昭和30年代 昭和40年代 昭和50年代 昭和60年代 平成7年から 合計昭和30年代 昭和40年代 昭和50年代 昭和60年代 平成7年から
戸数 率 戸数 率 戸数 率 戸数 率 戸数 率 戸数 率

40 0.9% 812 2.19% 589 3.3% 858 6.3% 1893 6.2% 4,192 4.1%
1,401 31.0% 3030 8.17% 1535 8.7% 1639 12.1% 3073 10.1% 10,678 10.4%
248 1 2% 4568 3 13% 3103 6 3% 3441 10 3% 4719 7 3% 16 079 5 1%

合計

首都圏
23区

その他 248 1.2% 4568 3.13% 3103 6.3% 3441 10.3% 4719 7.3% 16,079 5.1%
4,249 20.4% 12684 8.70% 7294 14.7% 4943 14.8% 6217 9.6% 35,387 11.3%

17 0.9% 2253 7.78% 989 6.8% 429 7.9% 485 6.5% 4,173 7.1%
586 29.8% 4263 14.72% 2418 16.6% 795 14.6% 719 9.7% 8,781 15.0%
394 2 7% 5527 6 77% 5268 9 6% 1531 7 2% 2170 6 1% 14 890 7 2%

中部

近畿

その他
首都圏

394 2.7% 5527 6.77% 5268 9.6% 1531 7.2% 2170 6.1% 14,890 7.2%
3,507 23.9% 9136 11.20% 6455 11.7% 1672 7.8% 2424 6.9% 23,194 11.2%
107 3.7% 568 3.06% 1174 8.9% 412 7.6% 344 4.3% 2,605 5.4%
763 26.3% 1358 7.31% 2174 16.6% 596 11.0% 468 5.8% 5,359 11.2%

6 0.7% 304 3.88% 309 4.6% 19 4.0% 1 0.2% 639 3.9%

近畿

九州

その他

（注）上段：募集斡旋中戸数・空家率 下段：総空家戸数・空家率

243 26.5% 1113 14.20% 1411 21.0% 83 17.4% 2 0.5% 2,852 17.4%
812 1.8% 14,032 4.39% 11,432 7.3% 6,690 8.4% 9,612 6.6% 42,578 5.7%

10,749 23.4% 31,584 9.88% 21,287 13.6% 9,728 12.2% 12,903 8.8% 86,251 11.5%

その他

合計

（注）上段：募集斡旋中戸数 空家率、下段：総空家戸数 空家率

《地域の定義》
「首都圏」＝東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県、茨城県
「中部圏」＝愛知県、静岡県、岐阜県、三重県
「近畿圏」＝大阪府、兵庫県、京都府、滋賀県、奈良県、和歌山県
「九州圏」＝福岡県、長崎県、熊本県、宮崎県、鹿児島県
「その他」＝上記のいずれにも属さない地域
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【出典】ＵＲ都市機構（独立行政法人都市再生機構）資料「改革工程表に基づく情報開示（賃貸住宅事業）」

「その他」 上記のいずれにも属さない地域



（参考）UR団地数・管理戸数（圏域別×管理開始年代別） （Ｈ26.3.31時点）

団地数 戸数 団地数 戸数 団地数 戸数 団地数 戸数 団地数 戸数

昭和30年代
区分

全体の
戸数

全体の
団地数

平成7年以降昭和60年代昭和50年代昭和40年代

23区内 34 4,516 46 37,071 47 17,650 49 13,513 99 30,381 275 103,131

その他
首都圏

45 20,877 116 145,720 87 49,482 179 33,501 195 64,874 622 314,454

首都圏

6 1,966 35 28,964 35 14,573 34 5,442 28 7,437 138 58,382

39 14,697 101 81,598 88 54,981 76 21,374 124 35,339 428 207,989

九州圏

　近畿圏

　中部圏

23 2,899 37 18,588 50 13,122 34 5,429 27 8,014 171 48,052

5 918 32 7,837 35 6,733 4 477 1 421 77 16,386

152 45 873 367 319 778 342 156 541 376 79 736 474 146 466 1 711 748 394合計

　その他

　九州圏

《地域の定義》
「首都圏」＝東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県、茨城県
「中部圏」＝愛知県、静岡県、岐阜県、三重県

152 45,873 367 319,778 342 156,541 376 79,736 474 146,466 1,711 748,394合計

「近畿圏」＝大阪府、兵庫県、京都府、滋賀県、奈良県、和歌山県
「九州圏」＝福岡県、長崎県、熊本県、宮崎県、鹿児島県
「その他」＝上記のいずれにも属さない地域

【出典】ＵＲ都市機構（独立行政法人都市再生機構）資料「改革工程表に基づく情報開示（賃貸住宅事業）」
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我が国における低未利用不動産の状況 【商業系】 ～空き店舗の状況～

【調査概要】

調査対象：全国

調査対象：商店街（商店街振興組合、事業協同組合、任意団体）

調査方法：郵送による発送・回収及びインターネットによる回収調査方法 郵送による発送 回収及びインタ ネットによる回収

調査票発送数：8,000

調査票の回答：回答件数3,090（回答率38.6％）、うち有効数3,066（有効回答率38.3％）

「商店街」とは、①小売業、サービス業等を営む者の店舗等が主体となって街区を形成し、②これらが何らかの組織（例えば○○商店街振興組合、

【１商店街あたりの空き店舗数及び空き店舗率の推移】

商店街の空き店舗数の平均店舗数は6 0店

○○商店会等で法人格の有無およびその種類を問わない。）を形成しているもの

商店街の空き店舗数の平均店舗数は6.0店

商店街の空き家率は14.62％（3年前の調査と比較して3.80ポイント増加）
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（注） 「空き店舗数」とは、従前は店舗であったものが、現状空きスペース（空き地、空きビル、空き倉庫等）になっているもの
（注） 「空き店舗率（％）」とは、商店街の空き店舗数の合計を、商店街の全店舗数の合計で除したもの

【出典】平成24年度中小企業庁委託事業 平成24年度商店街実態調査報告書（平成25年3月）



コンバージョンによる再利用件数（従前が住宅または店舗のケース）

従前が住宅のケースでは、従後も住宅であるケース（工事件数）が安定的に推移

2.50 

従前が店舗のケースでは、「その他」への用途転換が多く見られるが、「事務所」への用途転換件数も安定
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’ ’
1 ’ ’
1 ’ ’
1 ’

（注）2011年4月～9月を基準値として指数化

（注）生産施設：工場，作業場 倉庫：流通施設を含む

（注）その他：学校の校舎，医療施設，宿泊施設，老人福祉施設，その他の非住宅建築物 【出典】建築物リフォーム・リニューアル調査（国土交通省）



コンバージョンによる再利用件数（工事前・工事後用途別）

前ページで示した従前従後の全用途について示したものが下表である。

2014年4月～9月 （単位：件，対前年同期比　％）

前　年 前　年 前　年 前　年 前　年 前　年 前　年 前　年

倉庫 その他 不明
　　　工事前
工事後

計 住宅 事務所 店舗 生産施設

前ペ ジで示した従前従後の全用途について示したものが下表である。

同期比 同期比 同期比 同期比 同期比 同期比 同期比 同期比

計 2,696,783 ▲ 4.9 2,016,391 8.6 137,665 ▲ 44.8 119,242 ▲ 41.5 132,316 ▲ 16.3 29,333 ▲ 25.4 260,189 ▲ 16.2 1,646 ▲ 90.6

住宅 2,027,077 8.9 2,011,761 8.8 1,192 - 6,734 - 860 - 1,129 - 4,740 - 661 ▲ 94.7

事務所 135,947 ▲ 45.7 73 - 134,910 ▲ 45.4 670 7.6 185 351.1 0 ▲ 100.0 109 ▲ 85.1 0 ▲ 100.0

店舗 114 196 ▲ 44 7 306 ▲ 9 1 785 ▲ 32 4 111 566 ▲ 44 9 191 ▲ 43 1 584 6 4 318 - 446 ▲ 74 7

工事後

店舗 114,196 ▲ 44.7 306 ▲ 9.1 785 ▲ 32.4 111,566 ▲ 44.9 191 ▲ 43.1 584 6.4 318 - 446 ▲ 74.7

生産施設 132,078 ▲ 16.6 0 - 246 199.2 88 ▲ 60.8 130,642 ▲ 16.6 588 168.8 450 13.3 65 ▲ 91.1

倉庫 27,393 ▲ 31.1 0 - 162 26.5 0 - 215 ▲ 77.5 26,861 ▲ 29.7 81 ▲ 62.1 73 ▲ 66.6

その他 256,011 ▲ 17.9 243 ▲ 16.0 371 ▲ 52.8 184 ▲ 76.2 223 - 171 - 254,417 ▲ 17.7 401 ▲ 54.6

不明 4,082 ▲ 41.1 4,008 ▲ 41.5 0 - 0 - 0 - 0 - 74 ▲ 11.9 0 -

2013年10月～3月

前　年 前　年 前　年 前　年 前　年 前　年 前　年 前　年

その他 不明
　　　工事前

工事後

計 住宅 事務所 店舗 生産施設 倉庫

同期比 同期比 同期比 同期比 同期比 同期比 同期比 同期比

計 3,795,776 44.6 2,922,124 46.5 200,339 68.6 146,068 47.9 160,230 20.7 29,621 34.6 332,116 31.7 5,279 ▲ 9.1

住宅 2,923,934 46.5 2,908,399 46.5 1,080 197.8 3,598 109.3 0 ▲ 100.0 462 ▲ 25.8 6,574 243.7 3,822 7.2

事務所 201,675 70.4 440 465.8 198,137 69.8 829 18.2 154 ▲ 23.0 406 - 1,258 465.7 452 4.7

店舗 142 906 48 9 210 - 721 111 7 140 849 47 8 217 46 3 328 - 0 - 580 262 8

事後

（注） 復元集計 ため 丸め誤差（調査票記載単位千円から億円 標記単位換算）により「計 は必ずしも 致しな

店舗 142,906 48.9 210 721 111.7 140,849 47.8 217 46.3 328 0 580 262.8

生産施設 160,616 21.7 0 - 154 ▲ 62.7 95 ▲ 8.3 159,801 22.5 566 408.7 0 ▲ 100.0 0 ▲ 100.0

倉庫 28,070 28.7 0 - 0 - 0 ▲ 100.0 59 ▲ 78.8 27,860 31.8 151 - 0 ▲ 100.0

その他 325,577 28.4 216 ▲ 79.2 247 ▲ 73.4 697 ▲ 19.1 0 ▲ 100.0 0 ▲ 100.0 323,993 29.7 425 ▲ 15.9

不明 12,998 58.7 12,858 61.7 0 ▲ 100.0 0 - 0 - 0 - 140 - 0 ▲ 100.0
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（注） 復元集計のため，丸め誤差（調査票記載単位千円から億円への標記単位換算）により「計」は必ずしも一致しない。
（注）生産施設：工場，作業場
（注）倉庫：流通施設を含む
（注）その他：学校の校舎，医療施設，宿泊施設，老人福祉施設，その他の非住宅建築物
【出典】建築物リフォーム・リニューアル調査（国土交通省）



＜参考＞空き家の状況と空き家所有者の意識
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空き家の状況①～空き家率の推移～

空き家率※の全国平均は13.5％（H20年度と比較して0.4ポイント上昇）

H25年度の空き家率が最も高いのは山梨県で22.0％（前回同様、1.7ポイント上昇）

H25年度の空き家率が最も低いのは宮城県9.4％（前回は13.7％、4.3ポイント低下）

東日本大震災被災県（岩手県、宮城県、福島県）以外で空き家率が最も低いのは沖縄県で10.4％（前回は10.3％）

25.0 900
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（注）空き家率 「居住世帯の無い住宅の総数 から「 時現在者のみ 及び「建築中 を除いた数を「住宅総数 で割 た値
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【出典】平成15年住宅・土地統計調査、平成20年住宅・土地統計調査、平成25年住宅・土地統計調査（総務省）

（注）空き家率：「居住世帯の無い住宅の総数」から「一時現在者のみ」及び「建築中」を除いた数を「住宅総数」で割った値



空き家の状況②～一戸建住宅の空き家率の推移～

都市部に比べて地方部の一戸建住宅の空き家率が増加傾向

（千戸）

一戸建住宅の空き家率をみると、首都圏、愛知県、大阪府、京都府、兵庫県、福岡県などの都市部よりも地方部で、
平成15年から平成20年にかけて空き家率が大幅に増加
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【出典】平成１５年住宅・土地統計調査、平成20年住宅・土地統計調査（総務省）

（注）空き家率：「居住世帯の無い住宅の総数」から「一時現在者のみ」及び「建築中」を除いた数を「住宅総数」で割った値
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空き家の概況③（空き家所有者アンケート結果から）

所有する空き家の立地地域と管理状況域

•居住地と、所有する空き
家が立地するエリアが離れ
ている場合、「自分で管理

る とする割合が低

＜所有する空き家の立地地域と日ごろの管理主体＞

している」とする割合が低
くなる傾向がある。「特に
管理していない」の割合
は、所有する空き家の立地
地域によ それほど大き

現在の居住地
エリア

所有する空き
家の立地エリ
ア

（N）
自分で管
理している

地元の不
動産業
者、建築
会社が管
理している

親族・親
戚が管理
している

友人・知
人・隣人
が管理し
ている

特に管理
していない

その他

自分で管理している
地元の不動産業者、建築会社が管理している
親族・親戚が管理している
友人・知人・隣人が管理している
特に管理していない
その他

地域によってそれほど大き
な違いは無い。

理している

合計 2,187 61.2 10.5 11.2 1.5 12.8 2.9

計 1,301 58.7 12.2 12.1 1.8 12.5 2.8

大都市圏 896 64.6 10.3 9.6 1.7 11.5 2.3

大都市圏

61.2

58.7

64.6

10.5

12.2

10.3

11.2

12.1

9.6

12.8

12.5

11.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

地方圏 405 45.7 16.5 17.5 2.0 14.6 3.7

計 886 64.8 7.9 9.9 1.0 13.3 3.0

大都市圏 103 52.4 19.4 13.6 0.0 13.6 1.0

地方圏 783 66.4 6.4 9.5 1.1 13.3 3.3

地方圏

45.7

64.8

52.4

66.4

16.5

7.9

19.4

6.4

17.5

9.9

13.6

9.5

14.6

13.3

13.6

13.3

（注）地域区分

大都市圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川
県、岐阜県、愛知県、三重県、京都府、大阪
府、兵庫県、奈良県
地方圏：上記以外の道県

地元の不
動産業 親族 親

友人・知

自分で管理している
地元の不動産業者、建築会社が管理している
親族 親戚が管理している

（N）
自分で管
理している

動産業
者、建築
会社が管
理している

親族・親
戚が管理
している

友人 知
人・隣人
が管理し
ている

特に管理
していない

その他

合計 2,187 61.2 10.5 11.2 1.5 12.8 2.9

1,340 68.2 7.2 8.7 1.0 12.2 2.8

所有する空き家が立地する地
域

居住地と同じ都道府県内

61.2

68.2

10.5

7.2

11.2

8.7

12.8

12.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

親族・親戚が管理している
友人・知人・隣人が管理している
特に管理していない
その他
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847 50.1 15.6 15.2 2.2 13.8 3.1居住地と異なる都道府県 50.1 15.6 15.2 13.8

【出典】個人住宅の賃貸流通の促進に関する検討会報告書（平成26年3月）



空き家の概況④（空き家所有者アンケート結果から）

所有する空き家の立地地域と管理していない理由域

•日ごろ特に管理をしていない場合の理由に
ついて、「空き家が遠方にあり自分で管理
できないから」との理由は、居住地と空き
家立地地域が離れ る場合 理由と

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

全体

居住：大都市圏／空き家所有：大都市圏

居住：大都市圏／空き家所有：地方圏

居住：地方圏／空き家所有：大都市圏

居住：地方圏／空き家所有：地方圏

家立地地域が離れている場合に、理由とし
て挙げる割合が高い。一方、「しばらく住
む予定がない」「手間がかかる」といった
理由は、居住地と空き家の立地地域が近い
場合に 理由とし 挙げる割合が高くな

空き家が
遠方にあ

しばらく住
む予定が
なく 管理

手間や費
管理しても
高く売れる

誰に管理
をお願い

0.0

10.0

20.0

30.0

場合に、理由として挙げる割合が高くな
る。

居住地域／空き家所有地域 （N） り、自分で
管理でき
ないから

なく、管理
する必要
性を感じな
いから

用がかか
るから

（貸せる）
とは思わ
ないから

すればよ
いかわか
らないから

その他

全体 280 40.4 40.0 29.6 16.8 9.3 12.1

居住：大都市圏／空き家所有：大都市圏 103 34.0 43.7 31.1 16.5 6.8 15.5

居住：大都市圏／空き家所有：地方圏 59 62.7 18.6 16.9 11.9 15.3 10.2

居住：地方圏／空き家所有：大都市圏 14 78.6 50.0 21.4 7.1 7.1 7.1

居住：地方圏／空き家所有：地方圏 104 28.8 47.1 36.5 21.2 8.7 10.6

60.0

70.0

全体

（注）地域区分

大都市圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川
県、岐阜県、愛知県、三重県、京都府、大阪
府、兵庫県、奈良県
地方圏：上記以外の道県

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0
全体

居住地と同じ都道府県内

居住地と異なる都道府県

所有する空き家が立地する地域 （N）

空き家が
遠方にあ
り、自分で
管理でき
ないから

しばらく住
む予定が
なく、管理
する必要
性を感じな
いから

手間や費
用がかか
るから

管理しても
高く売れる
（貸せる）
とは思わ
ないから

誰に管理
をお願い
すればよ
いかわか
らないから

その他

0.0
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全体 280 40.4 40.0 29.6 16.8 9.3 12.1

居住地と同じ都道府県内 117 29.1 65.0 49.6 29.9 11.1 20.5

居住地と異なる都道府県 163 48.5 22.1 15.3 7.4 8.0 6.1

【出典】個人住宅の賃貸流通の促進に関する検討会報告書（平成26年3月）



空き家の概況⑤（空き家所有者アンケート結果から）

＜空き家となっている住宅の現在の状況＞
所有する空き家の現状（売却・賃貸の検討）

(n) (%)

全　体 2187

戸建住宅 1802

分譲用マンション 385

種

類

9.8

9.5

11.2

7.4

4.4

21.0

6.8

6.8

7.0

71.0

74.4

55.1

5.0

4.9

5.7

売却・譲渡先を募集している 賃貸住宅として借主を募集している

不動産業者に相談している 特に何もしていない

その他•「特に何もしていない」状態の空
き家が約７割を占める。

•農山漁村地域の空き家や築深の空
き家 空き家とな る期間が長 市街地 773

市街地周辺 536

市街地から離れた地域 312

郊外（ニュータウン）地域 164

農山漁村地域 345

その他 57

立
地

環

境

10.2

10.4

7.4

11.6

8.7

12.3

11.5

9.3

3.8

5.5

0.3

0.0

7.1

10.4

6.4

5.5

1.4

7.0

66.2

65.3

75.6

72.6

85.8

70.2

4.9

4.5

6.7

4.9

3.8

10.5

き家、空き家となっている期間が長
い空き家は「特に何もしていない」
状態の割合が高くなっている。

•自らの住替えによって空き家と
な た場合や 地 の不動産業者 自分が住み替えて、前の住まいをまだ保有しているから 521

自分が住んだことがある、親所有の住宅を相続したから 613

自分が住んだことがない、親所有の住宅を相続したから 351

別荘・セカンドハウス用として購入したが使っていないから 336

その他 366

５年以内 203

空
き

家

と

な

っ
た

理

由

14.0

9.0

8.3

8.9

7.4

13.3

12.5

3.4

3.7

4.8

12.6

10.3

7.3

6.5

9.1

5.7

5.5

5.4

63.0

77.8

75.2

76.5

62.0

63.5

3.3

3.3

3.7

4.2

12.6

7.4

なった場合や、地元の不動産業者・
建築会社が管理している場合は、現
在売却先や賃貸先を募集している
ケースも比較的多い。

６～１０年以内 124

１１～１５年以内 169

１６～２０年以内 201

２１～２５年以内 243

２６～３０年以内 248

３１～３５年以内 265

築

年

数

5.6

10.1

12.9

9.9

11.3

10.9

9.7

13.6

12.4

10.3

7.7

5.7

9.7

5.3

7.5

9.5

3.2

7.2

66.1

64.5

63.2

64.6

74.2

71.7

8.9

6.5

4.0

5.8

3.6

4.5３１ ３５年以内 265

３６年以上 734

半年未満 285

半年～１年未満 246

１年～２年未満 250

２年～３年未満 234

３年 ５年未満 295

空

き

家
と

な

っ
て

10.9

7.6

11.2

17.5

12.0

11.5

8 5

5.7

2.9

22.1

16.7

9.2

6.8

3 1

7.2

7.1

8.1

7.3

8.8

9.8

6 1

71.7

78.3

48.8

53.7

64.8

68.8

78 3

4.5

4.1

9.8

4.9

5.2

3.0

4 1３年～５年未満 295

５年～１０年未満 395

１０年以上 417

わからない 65

自分で管理している 1338

地元の不動産業者、建築会社が管理している 229

て

い

る

期

間

日

ご

8.5

6.6

6.7

4.6

8.9

18.8

3.1

1.3

1.0

0.0

4.4

34.5

6.1

6.6

3.1

9.2

5.4

12.7

78.3

82.3

86.1

67.7

76.2

30.6

4.1

3.3

3.1

18.5

5.1

3.5
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親族・親戚が管理している 245

友人・知人・隣人が管理している 32

特に管理していない 280

その他 63

ご

ろ

の

管

理

7.8

12.5

8.2

9.5

4.5

3.1

2.9

4.8

7.3

3.1

9.3

4.8

74.7

75.0

77.1

63.5

5.7

6.3

2.5

17.5

【出典】個人住宅の賃貸流通の促進に関する検討会報告書（平成26年3月）



空き家所有者の賃貸意向（空き家所有者アンケート結果から）

空き家の賃貸意向
•空き家について「特に何もしていない」とする所有者のうち約半数が、空き家の賃貸意向を有している。
•空き家となっている期間が長くなるほど賃貸意向が減少する傾向にある。

•賃貸期間については、築年数が長い空き家、農山漁村地域の空き家、日ごろ管理していない空き家では、約６割
近くが「いつまででも構わない」との意向を有している。

＜（特に何もしていない場合）空き家の賃貸意向＞

(n) (%)

賃貸してみたい 条件があえば、賃貸してみたい

予定はないが、賃貸を考えてもよい 賃貸したくない

(n) (%)

１年未満

１年～２年未満

２年～３年未満

３年～５年未満

５年～１０年未満

１０年以上

借りてもらえるのであれば、いつまででも構わない

近くが い まででも構わない」との意向を有している。

＜（賃貸意向がある場合）希望する賃貸期間＞

全　体 1553

戸建住宅 1341

分譲用マンション 212

市街地 512

市街地周辺 350

市街地から離れた地域 236

郊外（ニュータウン）地域 119

農山漁村地域 296

種

類

立

地

環

境

5.3

4.8

8.0

6.3

5.1

5.1

5.9

3.7

17.1

17.0

17.9

17.2

16.0

21.2

21.8

13.2

25.2

25.5

23.1

27.3

31.1

19.9

19.3

22.6

52.4

52.6

50.9

49.2

47.7

53.8

52.9

60.5

(n) (%)

全　体 900

戸建住宅 715

分譲用マンション 185

市街地 349

市街地周辺 233

市街地から離れた地域 121

郊外（ニュータウン）地域 65

農山漁村地域 118

種

類

立
地

環
境

14.2

13.7

16.2

14.3

15.0

12.4

15.4

12 7

5.7

5.7

5.4

4.3

6.0

9.1

6.2

5 1

48.9

50.5

42.7

44.7

48.5

47.9

46.2

64 4
その他 40

自分が住み替えて、前の住まいをまだ保有しているから 328

自分が住んだことがある、親所有の住宅を相続したから 477

自分が住んだことがない、親所有の住宅を相続したから 264

別荘・セカンドハウス用として購入したが使っていないから 257

その他 227

５年以内 129

６～１０年以内 82

空

き

家
と

な

っ
た

理

由

5.0

7.9

3.8

5.7

2.7

7.0

8.5

4.9

17.5

16.8

17.4

18.2

20.2

12.3

18.6

11.0

12.5

23.2

28.1

28.0

19.5

25.1

26.4

19.5

65.0

52.1

50.7

48.1

57.6

55.5

46.5

64.6

農山漁村地域 118

その他 14

自分が住み替えて、前の住まいをまだ保有しているから 222

自分が住んだことがある、親所有の住宅を相続したから 256

自分が住んだことがない、親所有の住宅を相続したから 150

別荘・セカンドハウス用として購入したが使っていないから 125

その他 147

５年以内 90

６～１０年以内 41

空

き

家
と

な

っ
た

理
由

12.7

21.4

13.5

16.0

14.7

12.0

13.6

12.2

9 8

5.1

7.1

5.0

3.5

8.7

5.6

7.5

5.6

7 3

64.4

50.0

46.4

51.2

53.3

42.4

49.7

31.1

36 6年以内

１１～１５年以内 109

１６～２０年以内 127

２１～２５年以内 157

２６～３０年以内 184

３１～３５年以内 190

３６年以上 575

半年未満 139

半年～１年未満 132

築

年

数

空

き

5.5

3.9

5.1

7.6

4.7

4.3

9.4

10 6

13.8

18.9

26.8

20.7

17.9

13.9

15.1

17 4

17.4

26.0

26.8

20.7

32.1

25.7

20.1

29 5

63.3

51.2

41.4

51.1

45.3

56.0

55.4

42 4

６～１０年以内 41

１１～１５年以内 63

１６～２０年以内 87

２１～２５年以内 117

２６～３０年以内 109

３１～３５年以内 119

３６年以上 274

半年未満 125

半年 １年未満 117

築

年
数

空

き

9.8

17.5

11.5

17.9

16.5

16.0

12.4

12.0

13 7

7.3

11.1

3.4

6.0

2.8

4.2

6.6

6.4

5 1

36.6

42.9

46.0

46.2

50.5

56.3

56.2

49.6

45 3半年 １年未満 132

１年～２年未満 162

２年～３年未満 161

３年～５年未満 231

５年～１０年未満 325

１０年以上 359

わからない 44

自分で管理している 1020

地元の不動産業者 建築会社が管理している 70

き

家

と

な

っ
て

い

る

期

間

日

10.6

6.8

3.7

4.8

4.3

3.3

2.3

5.0

2 9

17.4

22.8

16.1

20.3

17.2

14.2

11.4

17.5

14 3

29.5

22.8

29.2

25.1

27.1

23.1

25.0

24.1

21 4

42.4

47.5

50.9

49.8

51.4

59.3

61.4

53.4

61 4

半年～１年未満 117

１年～２年未満 108

２年～３年未満 95

３年～５年未満 125

５年～１０年未満 163

１０年以上 150

わからない 17

自分で管理している 534

地元の不動産業者 建築会社が管理している 106日

き

家
と

な

っ
て

い
る

期

間

13.7

15.7

15.8

16.0

12.3

15.3

11.8

14.4

14 2

5.1

7.4

1.1

6.4

5.5

6.7

5.9

5.8

2 8

45.3

47.2

41.1

48.8

49.1

56.7

52.9

46.1

50 9
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地元の不動産業者、建築会社が管理している 70

親族・親戚が管理している 183

友人・知人・隣人が管理している 24

特に管理していない 216

その他 40

日

ご

ろ

の

管

理

2.9

5.5

12.5

6.0

7.5

14.3

19.7

8.3

16.2

12.5

21.4

23.0

33.3

34.3

15.0

61.4

51.9

45.8

43.5

65.0

地元の不動産業者、建築会社が管理している 106

親族・親戚が管理している 99

友人・知人・隣人が管理している 14

特に管理していない 130

その他 17

日
ご

ろ
の

管

理

14.2

11.1

21.4

13.8

23.5

2.8

8.1

0.0

5.4

11.8

50.9

49.5

50.0

58.5

47.1

【出典】個人住宅の賃貸流通の促進に関する検討会報告書（平成26年3月）



持家居住者（首都圏）の12.7％は、所有する住宅を賃貸した（している）経験ありと回答

持家所有者の住宅を賃貸した経験の有無【既存調査】

賃貸経験ありと回答した者のうち、住替えにあたって従前住宅を賃貸した場合（①及び②）が18.4％、セ
カンドハウスや相続した住宅等を賃貸した場合（⑤及び⑥）が54.2％

＜これまでの賃貸経験の有無＞ ＜これまでに賃貸した（している）住宅＞

9.5 

0.0  10.0  20.0  30.0  40.0 

①住替えにあたり、前の住まいを貸していた

（％）

12.7  87.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=1500）

8.9 

11.6 

17 9

②住替えにあたり、前の住まいを貸している

③前の住まいを貸したことがある（住替え前に一

時的に貸したことがある場合）

④現在の住まいを貸したことがある

5.7 

6.7 

13 0

8 3

94.3 

93.3 

87 0

３０代（N=300）

４０代（N=300）

５０代（N=300）

従前住宅を賃貸 18.4%

17.9 

18.9 

35.3 

④現在の住まいを貸したことがある

⑤現在のお住まい以外に所有する住宅（※）を

貸していた

⑥現在のお住まい以外に所有する住宅（※）を

貸している

貸したことがある（または貸している）（ ）

13.0 

20.0 

18.0 

87.0 

80.0 

82.0 

５０代（N=300）

６０代（N=300）

７０代以上（N=300）

貸したことがある（または貸している）(N 190) 貸したことはない(N 1310)

ｾｶﾝﾄﾞﾊｳｽ
・相続した
住宅等を
賃貸54.2%

（注）インターネット調査。調査対象者：首都圏（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県） 、名古屋圏（岐阜県、愛知県、三重県）、近畿圏（京都府、大阪府、兵庫県）の持家戸建住宅、分譲マ
ンションに居住している30歳以上の世帯主

（複数回答）
※ 別荘などのセカンドハウス・相続した住宅等。

貸したことがある（または貸している）（N=190）貸したことがある（または貸している）(N=190) 貸したことはない(N=1310)

【出典】国土交通省住宅局住宅総合整備課「定期建物賃貸借制度に関する活用方策等の検討調査報告書（H25.3）」
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所有する別荘やセカンドハウスの利用状況をみると、利用していない場合が2割程度

所有する別荘やセカンドハウス、相続した住宅の利用状況【既存調査】

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

相続した住宅の利用状況をみると「住んでいない」との回答も約1割

12.9

16.4

2.3

2.5

3.8

4.8

1.0

1.1

23.4

20.2

34.0

34.2

20.7

18.9

総計

(N=3,099)

３大都市圏

(N=1,715)

＜現在の居住地別所有する
別荘やセカンドハウスの利
用状況＞

8.5 2.0
2.5
0.9 27.3 33.7 22.9その他地域

(N=1,384)

週末や休暇を過ごすための住宅として利用している

勤務地などの近くの日常生活の拠点となる住宅として利用している

季節によって拠点となる住宅として利用している

在宅勤務などにより利用している住宅として利用している

親族が日常的に利用している

その他（人に賃借している、事業用に利用しているなど）

利用していない

86.6 1.4 9.7 2.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総計

(N=11,525)

３大都市圏

＜現在の居住地別相続し
た住宅の利用状況＞

82.4

89.3

1.9

1.0

12.4

8.0

3.3

1.7

３大都市圏

(N=4,576)

その他地域

(N=6,949)

相続した家に住んでいる

17
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相続した家に住んでいないが、別荘・セカンドハウスとして活用している

相続した家はあるが、住んでいない

相続した家を貸している 【出典】国土交通省「住生活総合調査（Ｈ20）」



相続する可能性のある住宅の立地【既存調査】

３大都市圏では、相続する可能性のある住宅が、「現住所と同じ市区町村（37.8％） 」と同程度の割合で

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総計

「他の都道府県（36.4％） 」に立地

49.4

37.8

21.9

22.1

25.2

36.4

3.5

3.6

総計

(N=14,955)

３大都市圏

(N=7,956)

62.6 21.7 12.4 3.3その他地域

(N=6,999)

現住所と同じ 同じ都道府県の 他の都道府県 不明

市区町村 他の市区町村

＜参考＞ 0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

現在の居住地別相続する可能性のあ
る住宅の活用方法 8.6

6.8

0.5

0.5

2.9

3.3

5.3

5.8

2.1

2.4

10.6

11.9

58.2

56.6

11.8

12.7

総計

(N=49,804)

３大都市圏

(N=25,890)

10.5
0.4

2.6 4.8 1.8 9.2 59.9 10.8その他地域

(N=23,914)

相続し、その家に住む 相続し、別荘・セカンドハウスとして活用する

相続するが、その家には住まない 相続するが、その家に住むかどうかはわからない

18
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【出典】国土交通省「住生活総合調査（Ｈ20）」

相続するつもりはない 相続するかどうかはわからない

相続する家はない 不明



賃貸住宅の管理・経営形態【既存調査】

民間賃貸住宅の８割以上は個人経営。そのうち、６割が６０歳以上の高齢者。

保有20戸以下の小規模家主が６割。管理を「すべて委託」している家主は６割超

賃貸住宅の経営形態（家主）

0.7%

個人経営者の年齢（家主）

16.8%

個人

法人

5.5%

10.8%
20歳代

30歳代

83.2%

法人

23.4%59.6%

40歳代

50歳代

60歳以上

2.8%
0.2% 0.5% 0.6%

賃貸住宅保有戸数（家主）

１～５戸

賃貸住宅の管理形態（家主）

すべて自己管理
12.6%

20.7%
27.1%

7.9% ６～１０戸

１１戸～２０戸

２１～５０戸

５１～１００戸

9.2%

11.2%

すべて自己管理

募集から契約まで委託、

それ以外は自己管理

27.6%

１０１～２００戸

２０１～３００戸

３０１～５００戸

５００戸以上

14.3%

65.2% 募集から契約までと管理

の一部を委託

契約も管理もすべて委託

19
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【出典】国土交通省「民間賃貸住宅に関する市場環境実態調査」（平成２２年）

２０戸以下が
６１％



＜参考＞旅館・ホテルの倒産件数等
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Copyright (C) 2013  Value Management Institute, Inc. All Rights Reserved.



我が国における低未利用不動産の資産額推計【旅館等】～収益還元法試算～

【H25年の旅館廃業件数を元に試算した単年度の低未利用資産値推計値（ランキング）】

1位⇒中部 ：333億円
2位⇒近畿 ：210億円
3位⇒関東 ：154億円
4位⇒九州 ：141億円

ここで示す低未利用資産額とは、H25
に廃業した旅館が、仮に稼働していた
と仮定した際に その不動産から生み

ここで示す低未利用資産額とは、H25
に廃業した旅館が、仮に稼働していた
と仮定した際に その不動産から生み

合計：約1,258億円
（H2 単年度）

4位⇒九州 ：141億円
5位⇒北陸 ：101億円
6位⇒中国 ： 95億円
7位⇒四国 ： 93億円
8位⇒東北 ： 92億円

と仮定した際に、その不動産から生み
出された経済的価値（H25の経済的損

失額）を示している。

と仮定した際に、その不動産から生み
出された経済的価値（H25の経済的損

失額）を示している。

（H25単年度）
8位⇒東北 ： 92億円
9位⇒北海道 ： 38億円

22 2540 000

【H25年旅館廃業件数及び廃業施設資産推計値】
（百万円） （件数）

10 000
（施設数）

【参考：H25年ホテル及び旅館施設数】

33,383

11

21 22

12 15

20

25

20 000

25,000 

30,000 

35,000 

40,000 

6 000

7,000

8,000

9,000

10,000

3 823

9,233

15,427

10,050

21,000

9,475 9,290
14,0782

11

6
8

5

8

5

10

5,000 

10,000 

15,000 

20,000 

3,000

4,000

5,000

6,000
ホテル

旅館

3,823 00 
北海道 東北 関東 北陸 中部 近畿 中国 四国 九州

収益不動産価値 2013年
倒産件数

0

1,000

2,000

北海道 東北 関東 北陸 中部 近畿 中国 四国 九州

（注）収益還元法（直接還元法）を用いて算出 計算式は以下の通り
【出典】帝国データバンクホテル・旅館経営業者の倒産動向調査
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（注）収益還元法（直接還元法）を用いて算出。計算式は以下の通り；
①H25年度の日本旅館協会が公表する地域別の旅館・ホテルの平均GOPに帝国データバンク公表の各地域倒産件数を掛けて、倒産物件における仮純収益（以下、仮P）とする
②還元比率を暫定的に5%とおいて、仮P÷5%として、低未利用資産価値として算出

（注）時系列における廃業・倒産数のサメーションを取ると、再生施設も含まれる可能性があるためあえて単年度で試算を行っている

【出典】一般社団法人日本旅館協会「営業状況等統計調査（平成25年度財務諸表等より）」、厚生労働省大臣官房統計情報部「衛生行政報告例」

【出典】帝国デ タ ンクホテル 旅館経営業者の倒産動向調査



我が国における低未利用不動産の状況【旅館等】～ホテル・旅館倒産の状況～

地域別ホテル・旅館倒産件数

前年度比
（％）

北海道 2 8 4 4 9 3 4 10 7 8 4 4 2 ▲50.0%

平成
20年度

平成
25年度

平成
24年度

平成
23年度

平成
22年度

平成
21年度

平成
19年度

平成
18年度

平成
17年度

平成
16年度

平成
15年度

平成
14年度

平成
13年

地域別ホテル 旅館倒産件数

東北 9 6 6 11 10 14 20 19 15 15 21 10 11 10.0%

関東 16 15 21 13 18 25 21 32 19 13 16 15 21 40.0%

北陸 5 2 6 5 7 6 9 9 6 7 11 9 6 ▲33.3%

中部 16 12 15 9 18 14 24 21 22 31 29 26 22 ▲15.4%

近畿 8 14 9 13 11 11 12 11 10 14 16 11 12 9 1%近畿 8 14 9 13 11 11 12 11 10 14 16 11 12 9.1%

中国 3 3 1 6 7 9 8 11 9 9 11 5 8 60.0%

四国 4 3 2 3 4 2 3 3 3 3 5 5 0.0%

九州 7 5 4 7 7 7 11 8 13 5 18 17 8 ▲52.9%

倒産企業の業暦別構成比 負債額別構成比の推移

5年
未満
5.3% 5～15年

未満

100年
以上

7% 28% 56% 9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成15年度

平成 年度

倒産企業の業暦別構成比
（平成20年～平成25年度に倒産した641社）

負債額別構成比の推移

未満
10.5%

15～30年未満

19 0%

50～100年未満

32 3%

8.1% 14%

17%

25%

26%

28%

35%

52%

48%

37%

8%

7%

平成17年度

平成19年度

平成21年度19.0%

30～50年未満

24.8%

32.3% 25%

27%

32%

35%

38%

43%

37%

32%

25%

3%

3%

平成 年度

平成23年度

平成25年度
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1億円未満 1億円～5億円未満 5億円～50億円未満 50億円以上

【出典】株式会社帝国データバンク「ホテル・旅館経営業者の倒産動向調査」（平成２４年）



＜参考＞空き店舗が埋まらない理由
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空き店舗が埋まらない理由

空き店舗が埋まらない理由については、「商店街に活気がない（19.1％）」、「所有者に貸す意思がない
（14.1％）」、「家賃が高い（13.9％）」の順となっている。

商店街タイプ別にみると、「近隣型商店街」と「地域型商店街」は「商店街に活気がない」が最も多く、その割
合はそれぞれ21.6％と18.4％となっており、「広域型商店街」と「超広域型商店街」は「家賃が高い」が最も
多く それぞれ31 1％と13 7％とな ている多く、それぞれ31.1％と13.7％となっている。

＜空き店舗が埋まらない理由＞ ＜空き店舗が埋まらない理由：商店街タイプ別＞

（ 2 866）（％） 商 交

53.8

40

50

60
（n=2,866）（％）

合
計

家
賃
が
高

業
種
が
合
わ

所
有
者
に
貸

意
思
が
な

店
が
補
修
・

で
き
な

商
店
街
に
活
気

商
店
以
外
に
な

立
地
条
件

交
通
環
境
が
よ

そ
の
他

無
回
答

上段：度数
下段：％

13.9
5.8

14.1

4.3

19.1

6.5 6.1
4.1

0

10

20

30
高
い

わ
な
い

貸
す

な
い 拡

張

い
気
が
な
い

な
っ

た

件
・

よ
く
な
い

他 答

2,866 397 167 403 123 547 187 175 117 1,543

100.0% 13.9% 5.8% 14.1% 4.3% 19.1% 6.5% 6.1% 4.1% 53.8%
　合　　計

0

家
賃
が
高
い

業
種
が
合
わ

所
有
者
に
貸

意
思
が
な

店
が
補
修
・

で
き
な
い

商
店
街
に
活

商
店
以
外
に

立
地
条

交
通
環
境
が

そ
の
他

無
回
答

100.0% 13.9% 5.8% 14.1% 4.3% 19.1% 6.5% 6.1% 4.1% 53.8%

1,640 198 92 238 67 354 125 112 66 869

100.0% 12.1% 5.6% 14.5% 4.1% 21.6% 7.6% 6.8% 4.0% 53.0%

868 125 50 127 44 160 50 52 33 468

100.0% 14.4% 5.8% 14.6% 5.1% 18.4% 5.8% 6.0% 3.8% 53.9%

167 52 17 19 5 17 2 6 11 80

商
店
街

地域型商店街

近隣型商店街

い わ
な
い

貸
す

い
拡
張

い
活
気
が
な
い

に
な
っ
た

条
件
・

が
よ
く
な
い

167 52 17 19 5 17 2 6 11 80

100.0% 31.1% 10.2% 11.4% 3.0% 10.2% 1.2% 3.6% 6.6% 47.9%

51 7 2 3 1 1 0 0 0 43

100.0% 13.7% 3.9% 5.9% 2.0% 2.0% 0.0% 0.0% 0.0% 84.3%

140 15 6 16 6 15 10 5 7 83

100 0% 10 7% 4 3% 11 4% 4 3% 10 7% 7 1% 3 6% 5 0% 59 3%

街
タ
イ
プ

無回答

超広域型商店街

広域型商店街
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100.0% 10.7% 4.3% 11.4% 4.3% 10.7% 7.1% 3.6% 5.0% 59.3%

【出典】中小企業庁委託調査事業「商店街実態調査報告書」（平成２４年）



空き店舗の意思について

賃貸等の意思がない空き店舗の比率については、「1～30％未満（35.5％）」、「30～50％未満
（11.4％）」、「80％以上（11.5％）」、「50～80％未満（7.4％）」の順となっている。「空き店舗等はない」と
回答したのは全体の9.7％

商店街タイプ別にみると、「80％以上」と回答した商店街の割合は、「近隣型商店街」と「地域型商店街」で
はいずれも10％を上回 ているはいずれも10％を上回っている

＜賃貸等の意思がない空き店舗の比率＞ ＜賃貸等の意思がない空き店舗の比率（商店街タイプ別）＞

（n=2 866） 3 5

無回答

24.5%

空き店舗等はない

9.7％

（n=2,866）

合
計

空
き
店
舗
等

は
な
い

1
～

3
0
％

未
満

3
0
～

5
0
％

未
満

5
0
～

8
0
％

未
満

8
0
％
以
上

無
回
答

上段：度数
下段：％

1～30％未満

35 5%
80％以上

等
％ ％

2,866 277 1,018 326 211 331 703

100.0% 9.7% 35.5% 11.4% 7.4% 11.5% 24.5%

1,640 135 541 210 143 208 403

100.0% 8.2% 33.0% 12.8% 8.7% 12.7% 24.6%

　合　　計

近隣型商店街
35.5%

50～80％未満

7.4%

11.5% 868 85 347 99 61 107 169

100.0% 9.8% 40.0% 11.4% 7.0% 12.3% 19.5%

167 34 81 11 2 5 34

100.0% 20.4% 48.5% 6.6% 1.2% 3.0% 20.4%

51 13 19 0 0 1 18

商
店
街
タ
イ

地域型商店街

広域型商店街

30～50％未満

11.4%

51 13 19 0 0 1 18

100.0% 25.5% 37.3% 0.0% 0.0% 2.0% 35.3%

140 10 30 6 5 10 79

100.0% 7.1% 21.4% 4.3% 3.6% 7.1% 56.4%

イ
プ 超広域型商店街

無回答
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【出典】中小企業庁委託調査事業「商店街実態調査報告書」（平成２４年）



空き店舗活用の見込み

今後の空き店舗の見込みについては、「増加する（43.5％）」が「減少する（10.7％）」を32.8ポイント上
「回っている。一方、「変わらない」は28.5％

今後の空き店舗が「増加する」と回答した商店街を商店街タイプ別にみると、「近隣型商店街（47.0％）」、
「地域型商店街（45.5％）」、「広域型商店街（25.7％）」、「超広域型商店街（9.8％）」の順となっている。
地域別にみると 「北海道（55 2％）」 「中部（55 0％）」 「四国（51 7％）」の順となっている地域別にみると、「北海道（55.2％）」、「中部（55.0％）」、「四国（51.7％）」の順となっている

合計 増加する 変わらない 減少する 無回答
上段：度数
下段：%

＜今後の空き店舗の見込み（商店街タイプ・地域）＞

＜今後の空き店舗の見込み＞

無回答

（n=2,866）

1640 770 443 165 262
100.0 47.0 27.0 10.1 16.0

868 395 248 95 130
100.0 45.5 28.6 10.9 15.0

167 43 72 30 22
100.0 25.7 43.1 18.0 13.2

近隣型商店街

地域型商店街

広域型商店街

商
店
街
タ

増加する

43.5%

減少する

10.7%

無回答

17.3%

100.0 25.7 43.1 18.0 13.2
51 5 24 5 17

100.0 9.8 47.1 9.8 33.3
140 34 29 13 64

100.0 24.3 20.7 9.3 45.7
96 53 16 12 15

100 0 55 2 16 7 12 5 15 6
北海道

超広域型商店街

無回答

タ
イ
プ

変わらない

28.5%

100.0 55.2 16.7 12.5 15.6
201 99 55 20 27

100.0 49.3 27.4 10.0 13.4
1321 475 442 135 269

100.0 36.0 33.5 10.2 20.4
407 224 98 29 56

100 0 55 0 24 1 7 1 13 8地

東北

関東

中部
100.0 55.0 24.1 7.1 13.8

447 207 117 60 63
100.0 46.3 26.2 13.4 14.1

119 57 27 14 21
100.0 47.9 22.7 11.8 17.6

60 31 17 7 5
100 0 51 7 28 3 11 7 8 3

地
域

近畿

中国

四国
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【出典】中小企業庁委託調査事業「商店街実態調査報告書」（平成２４年）

100.0 51.7 28.3 11.7 8.3
215 101 44 31 39

100.0 47.0 20.5 14.4 18.1
九州・沖縄


